
第１章 環境基本計画の体系と目標達成状況の概要
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重点目標の達成状況 

（年度についての特記がない場合は 2018年度のデータ） 

①市内の温室効果ガス総排出量及び基準年度比較 

温室効果ガス 基準年度 2015年度 
2016年度 

（暫定値） 

2017年度 

（暫定値） 

基準年度 

との比較 

総排出量 2,799 2,253 2,263 2,277 △18.6% 

削減率（基準年度比） － △19.5% △19.1% △18.6%  

内
訳 

二酸化炭素 2,547 2,202 2,212 2,228 △12.6% 

メタン 1.5 2.8 3.0 3.0 95.7% 

一酸化二窒素 7.5 9.7 9.3 9.6 28.9% 

HFCs 30.8 30.7 33.3 32.8 6.8% 

PFCs 20.7 3.2 2.3 2.6 △87.4% 

六ふっ化硫黄 191.2 5.1 2.8 1.3 △99.3% 

三ふっ化窒素 0 0 0 0 ― 
 ※国の算定マニュアルの改定、統計書の修正等に伴い再算定した値であり、これまでの公表値と異なります。 

①ごみ焼却量：356,233 トン 

②市民一人一日当たりの普通ごみ排出量：432ｇ 

③家庭系の資源化率：26.6％ 

①緑地の保全：施策による緑地の保全面積：243ha 

②農地の保全：施策による農地の保全面積：364ha 

③公園緑地の整備：都市公園等の整備面積：785ha 

④協働による緑の保全・創出・育成の取組：市民植樹運動による累計植樹本数 :約 94 万 9千本 

①二酸化窒素：一般環境大気測定局（一般局）においては、16年連続 9局全局で対策目標値を達成 

自動車排出ガス測定局（自排局）においては、４年連続 9局全局で対策目標値を達成 

②光化学オキシダント：一般局 9局全局で、環境基準を非達成、光化学スモッグ注意報の発令日数は６日 

③微小粒子状物質（PM2.5）：一般局においては 8局全局、自排局においては 7局全局で環境基準を達成 

①市内の PRTR法対象事業所から排出される PRTR法の特定第一種指定化学物質の排出量： 

2017年度の排出量は、62,094 ㎏、基準年度に比べて 45.9%削減 

①海外からの環境技術視察・研修の受入人数：エコタウン受入人数 464人、エコタウンを除く受入人数 454人 

  合計 918人 

②環境に係る国際会議・イベント等実施状況：川崎国際環境技術展2018、川崎国際エコビジネスフォーラム2018を開催 

③環境技術開発に向けた事業者、大学、研究機関等との連携による共同研究の件数と実施内容： 

共同研究件数：累計 66件、微細藻類の新大量培養システムの研究開発等 

①環境教育・環境学習に関する講座・講習会開催状況：出前ごみスクール、ふれあい出張講座：合計 255回 

②環境学習活動や環境保全活動等の人材育成講座の修了生人数：人材育成講座修了生延べ 812人 

修了生人数：地域環境リーダー（15人）、緑化推進リーダー（19人）、里山ボランティア（22人） 

③小・中学校等における市民、事業者との協働による環境教育講座等の開催状況：  

川崎市地球温暖化防止活動推進センターや各推進員プロジェクトによる出前授業開催件数：69回 

①資源集団回収量：38,642トン 

②市民植樹参加者数：196人 

③まちの美化運動等参加者数：28,564 人 
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第２章 重重点点分分野野のの目目標標のの達達成成状状況況とと施施策策のの実実施施状状況況

重点分野は、「めざすべき環境像」や「６つのまちの姿」を実現する上での課題と考えられるも

ののうち社会的要請の高い課題、市の環境特性に関係する課題、すべての主体の取組が不可欠な

課題などに対する積極的な取組が求められる分野等について、設定しています。

重点分野は、数値目標や指標を設定することを基本とし、数値目標を設定しない場合につ

いても、毎年の現況を把握するだけでなく、経年推移を把握することで、点検・評価を行う

こととしていますが、評価するにあたっては、環境政策の評価と同様（「第１章 環境政策ご

との達成状況と総合的な評価」参照）に経年的な改善の度合いと目標達成に向けた改善の度

合いの２つの観点を取り入れ、原則 5段階評価を行います。

※重点分野の評価は次の項目で評価しています。

指標評価：重点分野ごとの各目標・指標の達成状況を評価

■■重重点点目目標標・・指指標標のの達達成成状状況況とと評評価価

重点目標・指標 達成状況
指標

評価

年度までに 年度比 以上の温室効果

ガス排出量の削減を目指す。

・2016 年度の市内の総排出量（暫定値）は

2,263万トン-CO２

（対前年度：10万トン-CO２増加、対基準年

度：19.1％減少）

・2017 年度の市内の総排出量（暫定値）は    

2,277万トン-CO２

（対前年度：14万トン-CO２増加、対基準年

度：18.6％減少）

・二酸化炭素の 2016年度排出量(暫定値)は

2,212万トン-CO２、2017年度排出量(暫定

値)は2,228万トン-CO２

１１

※評価は 年度の総排出量（暫定値）を用いています。

今後、国の新たなデータの開示や修正等が行われた際には、再算定を行い、数値を更新していきます。

注： 年度の域外貢献量（市内企業の環境

技術が市域外で温室効果ガスの削減に貢献し

ている量）は、 万トン で、基準年度の

排出量の ％に相当しています。

６つのまちの姿 地地域域かからら地地球球環環境境のの保保全全にに取取りり組組むむままちち

重点分野 地地球球温温暖暖化化・・エエネネルルギギーー対対策策のの推推進進

重点課題 地地球球温温暖暖化化対対策策のの総総合合的的かかつつ計計画画的的なな取取組組のの推推進進

川崎市の温室効果ガス排出量の推移



第２章 重点分野の目標の達成状況と施策の実施状況
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市市のの取取組組

実実施施状状況況

 
●●大大規規模模事事業業者者のの温温室室効効果果ガガスス排排出出量量削削減減のの促促進進  

・・事事業業活活動動地地球球温温暖暖化化対対策策計計画画書書制制度度にによよるる温温暖暖化化対対策策のの推推進進

地球温暖化対策の推進に関する条例に基づく事業活動地球温暖化対策計画書制度により、温室効

果ガス排出量が相当程度多い事業者に対して、温室効果ガス排出量の削減に向けて温室効果ガス排

出量の削減目標及び目標達成に向けて実施する措置の内容等を記載する事業活動地球温暖化対策計

画書の提出を求めました。 

また、計画書を提出した事業者に対して、毎年度の温室効果ガスの排出の状況及び目標達成に向

けた措置の実施状況等を記載した結果報告書の提出を求め、その内容等について必要な指導・助言

を行うとともに、提出された計画書・結果報告書の概要について、公表を行いました。 
 
●●低低 CCOO22川川崎崎ブブラランンドドのの推推進進  
 ・・低低ＣＣＯＯ２２川川崎崎ブブラランンドドのの認認定定件件数数ⅤⅤ‐‐１１（（再再掲掲）） 参参照照

 
●●川川崎崎メメカカニニズズムム認認証証制制度度のの実実施施  

・川川崎崎メメカカニニズズムム認認証証制制度度にによよるる温温暖暖化化対対策策のの推推進進 
  川崎の特徴・強みである優れた環境技術を活かした地球規模での温室効果ガスの排出削減を推進

するため、市内企業の環境技術が市域外で温室効果ガスの削減に貢献している量（域外貢献量）を

「見える化」し、企業が市場で適切に評価される仕組みである「川崎メカニズム認証制度」の運用

を 2013年度から開始しました。 

  2018年度は、4件の製品・技術等について域外貢献量を認証しました。 

 
●●川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターー等等ととのの協協働働ししたた地地球球温温暖暖化化対対策策のの推推進進  

・・川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターーをを通通じじたた温温暖暖化化対対策策のの推推進進 
高津市民館内の情報発信拠点「ＣＣかわさき交流コーナー」で毎月のテーマを定めたパネル展示

やミニ講座の実施等の情報発信に取り組んだほか、市立学校や町内会等での出前講座の開催やイベ

ントへの出展等により温暖化対策の普及啓発を進めました。 

 

●●地地球球温温暖暖化化対対策策にに係係るる普普及及啓啓発発のの推推進進  
・・ＣＣＣＣ川川崎崎エエココ会会議議をを通通じじたた普普及及啓啓発発

ＣＣかわさきホームページやメールマガジンの配信とともに、シンポジウムの開催や川崎国際環

境技術展における展示の実施などを通じて情報発信を進めたほか、市民、事業者のＣＯ２削減に貢

献する優れた取組を表彰する「スマートライフスタイル大賞」を昨年に引き続き実施し、最優秀賞

２件、優秀賞 3件の表彰を行う等、低炭素社会の実現に向けた取組を進めました。 

 

・・川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターーをを通通じじたた温温暖暖化化対対策策のの推推進進 （（再再掲掲））上上記記参参照照

 

・・市市民民のの省省エエネネルルギギーー型型行行動動のの促促進進

2011年 4月から「川崎市地球温暖化防止活動推進員制度」を開始し、2018年度は第５期 81
名の推進員が地域に密着した温暖化対策の推進リーダーとして、環境イベントへの出展や CCかわ
さき交流コーナーのテーマ展示・ミニ講座、小学校への出前授業等を通じて温暖化対策の普及啓発
を行いました。また、家庭でできる省エネ・節電対策メニューをまとめたチラシ等を配布しました。 

・・環環境境イイベベンントト・・シシンンポポジジウウムム等等開開催催にによよるる地地球球温温暖暖化化対対策策にに関関すするる意意識識啓啓発発

ＣＣ川崎エコ会議シンポジウム、ＣＣ等々力エコ暮らしこフェア、川崎国際環境技術展でのかわ

さきコンパクトフォーラムの開催やパネル展示などを通じて市民・事業者向け温暖化対策の普及啓

発を行いました。 

CCかわさきエコ暮らしの普及に向け、CCかわさき交流コーナーを中心に、各区役所とも連携し

ながらリーフレットの配布や各種イベントへの出展など、市民・事業者と協働した取組を実施しま

した。 

 
第第

章章



第２章 重点分野の目標の達成状況と施策の実施状況

 

19 

市市のの取取組組

実実施施状状況況

 
●●大大規規模模事事業業者者のの温温室室効効果果ガガスス排排出出量量削削減減のの促促進進  
・・事事業業活活動動地地球球温温暖暖化化対対策策計計画画書書制制度度にによよるる温温暖暖化化対対策策のの推推進進

地球温暖化対策の推進に関する条例に基づく事業活動地球温暖化対策計画書制度により、温室効

果ガス排出量が相当程度多い事業者に対して、温室効果ガス排出量の削減に向けて温室効果ガス排

出量の削減目標及び目標達成に向けて実施する措置の内容等を記載する事業活動地球温暖化対策計

画書の提出を求めました。 

また、計画書を提出した事業者に対して、毎年度の温室効果ガスの排出の状況及び目標達成に向

けた措置の実施状況等を記載した結果報告書の提出を求め、その内容等について必要な指導・助言

を行うとともに、提出された計画書・結果報告書の概要について、公表を行いました。 
 
●●低低 CCOO22川川崎崎ブブラランンドドのの推推進進  
 ・・低低ＣＣＯＯ２２川川崎崎ブブラランンドドのの認認定定件件数数ⅤⅤ‐‐１１（（再再掲掲）） 参参照照

 
●●川川崎崎メメカカニニズズムム認認証証制制度度のの実実施施  

・川川崎崎メメカカニニズズムム認認証証制制度度にによよるる温温暖暖化化対対策策のの推推進進 
  川崎の特徴・強みである優れた環境技術を活かした地球規模での温室効果ガスの排出削減を推進

するため、市内企業の環境技術が市域外で温室効果ガスの削減に貢献している量（域外貢献量）を

「見える化」し、企業が市場で適切に評価される仕組みである「川崎メカニズム認証制度」の運用

を 2013年度から開始しました。 

  2018年度は、4件の製品・技術等について域外貢献量を認証しました。 

 
●●川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターー等等ととのの協協働働ししたた地地球球温温暖暖化化対対策策のの推推進進  

・・川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターーをを通通じじたた温温暖暖化化対対策策のの推推進進 
高津市民館内の情報発信拠点「ＣＣかわさき交流コーナー」で毎月のテーマを定めたパネル展示

やミニ講座の実施等の情報発信に取り組んだほか、市立学校や町内会等での出前講座の開催やイベ

ントへの出展等により温暖化対策の普及啓発を進めました。 

 

●●地地球球温温暖暖化化対対策策にに係係るる普普及及啓啓発発のの推推進進  
・・ＣＣＣＣ川川崎崎エエココ会会議議をを通通じじたた普普及及啓啓発発

ＣＣかわさきホームページやメールマガジンの配信とともに、シンポジウムの開催や川崎国際環

境技術展における展示の実施などを通じて情報発信を進めたほか、市民、事業者のＣＯ２削減に貢

献する優れた取組を表彰する「スマートライフスタイル大賞」を昨年に引き続き実施し、最優秀賞

２件、優秀賞 3件の表彰を行う等、低炭素社会の実現に向けた取組を進めました。 

 

・・川川崎崎市市地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターーをを通通じじたた温温暖暖化化対対策策のの推推進進 （（再再掲掲））上上記記参参照照

 

・・市市民民のの省省エエネネルルギギーー型型行行動動のの促促進進

2011年 4月から「川崎市地球温暖化防止活動推進員制度」を開始し、2018年度は第５期 81
名の推進員が地域に密着した温暖化対策の推進リーダーとして、環境イベントへの出展や CCかわ
さき交流コーナーのテーマ展示・ミニ講座、小学校への出前授業等を通じて温暖化対策の普及啓発
を行いました。また、家庭でできる省エネ・節電対策メニューをまとめたチラシ等を配布しました。 

・・環環境境イイベベンントト・・シシンンポポジジウウムム等等開開催催にによよるる地地球球温温暖暖化化対対策策にに関関すするる意意識識啓啓発発

ＣＣ川崎エコ会議シンポジウム、ＣＣ等々力エコ暮らしこフェア、川崎国際環境技術展でのかわ

さきコンパクトフォーラムの開催やパネル展示などを通じて市民・事業者向け温暖化対策の普及啓

発を行いました。 

CCかわさきエコ暮らしの普及に向け、CCかわさき交流コーナーを中心に、各区役所とも連携し

ながらリーフレットの配布や各種イベントへの出展など、市民・事業者と協働した取組を実施しま

した。 

 
第第
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●●環環境境ににややささししいい交交通通ネネッットトワワーーククのの構構築築にに向向けけたた取取組組のの推推進進  
・・市市民民・・事事業業者者にによよるる自自主主的的なな交交通通環環境境配配慮慮行行動動にに向向けけたた普普及及啓啓発発

川崎市交通環境配慮行動メニューのパンフレット配布やかわさき自動車環境対策推進協議会にお

ける取組の周知及び普及促進に加え、市民・事業者及び関係団体等と連携し、産業道路クリーンラ

イン化の取組を実施しました。 

・・川川崎崎市市建建築築物物ににおおけけるる駐駐車車施施設設のの附附置置等等にに関関すするる条条例例にに基基づづくく荷荷ささばばきき用用駐駐車車施施設設のの整整備備促促進進

条例に基づき、一定規模以上の建築物の新築又は増改築時において、荷さばき用駐車施設の設置

を指導しました。2018年度の年間届出台数は 352台でした。 

 
●●電電気気自自動動車車等等のの導導入入促促進進  

・・自自動動車車対対策策・・普普及及啓啓発発のの推推進進 

電気自動車などの普及促進のため、公用車への率先導入を推進しており、2019年 3月末時点の

保有台数は、13台（内訳：電気自動車 10台、燃料電池自動車３台）でした。 

低公害車の普及促進のため、事業者に対して、天然ガス車及びハイブリッド車の導入のため

の助成制度を継続して実施し、2018年度に本制度を活用した台数は 11台でした。

 

●●再再生生可可能能エエネネルルギギーー源源等等のの利利用用拡拡大大にに向向けけたた仕仕組組みみづづくくりりのの推推進進  
・・建建築築物物のの熱熱損損失失のの防防止止及及びび空空気気調調和和設設備備等等のの効効率率的的利利用用にによよりり、、建建築築物物にに係係るるエエネネルルギギーー使使用用のの

合合理理化化をを総総合合的的にに推推進進 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく適合性判定件数は 1件、届出件数は

457件でした。

・・公公共共施施設設ににおおけけるる断断熱熱性性をを考考慮慮ししたた建建築築設設計計等等のの採採用用のの推推進進 

公共施設において、天井・外壁等の断熱性向上、開口部の複層ガラス・二重サッシ化等により、

省エネを推進しました。 

 

・・再再生生可可能能エエネネルルギギーー源源導導入入・・利利用用のの状状況況

  公共施設における再生可能エネルギーの導入状況は、201８年度末現在で太陽光発電設備が

118施設に 4,058kW、マイクロ風力発電が 5施設に 13kW、小水力発電が 4施設に 394kWで

した。 

・・再再生生可可能能エエネネルルギギーー源源導導入入促促進進 

  地球温暖化対策推進条例に基づく開発事業地球温暖化対策計画書制度や、建築物環境配慮制度

（ＣＡＳＢＥＥ川崎）を通じて、自然エネルギーの導入検討を促しました。 

・・再再生生可可能能エエネネルルギギーーのの利利用用技技術術等等のの最最新新動動向向にに関関すするる情情報報収収集集 

太陽光発電設備などの再生可能エネルギー、さらには蓄電池やエネルギー・マネジメント・シス

テム、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス、V2H（Ｖｅｈｉｃｌｅ ｔｏ ｈｏｍｅ）などについての最新の

動向に関する情報収集を行いました。 

 

・・建建築築物物環環境境配配慮慮制制度度のの推推進進

建築物が環境に及ぼす影響の低減を図るため、一定規模以上の建築物の新築等の際、建築主の自

主的な環境配慮の取組を促すとともに建築物の環境性能に関する建築物環境計画書の提出を義務付

け、市はその概要を公表するものであり、これにより、環境性能に優れた建築物が評価される市場

の形成を促し、地球温暖化防止対策等に貢献することを期待するものです。2015年度には、届出

対象の建築物に戸建住宅（届出任意）を追加しました。 

2018年度は、65件の建築物環境計画書の提出がありました。 

 

・・公公共共施施設設ののエエネネルルギギーー需需要要特特性性にに応応じじたた効効率率的的ななエエネネルルギギーー供供給給シシスステテムムのの採採用用のの推推進進

電力と廃熱の両方を有効利用するコージェネレーションシステムを大規模施設で採用し、その他

に熱負荷の抑制、自然エネルギー利用、機器の効率化の取り組みにより、公共施設の省エネルギー

化を推進しています。 
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●●高高いいエエネネルルギギーー効効率率をを有有すするる建建築築物物のの誘誘導導にに向向けけたた取取組組のの推推進進  
・・建建築築物物環環境境配配慮慮制制度度のの推推進進（（再再掲掲）） 参参照照 

●●人人工工排排熱熱のの削削減減のの促促進進  
・・ヒヒーートトアアイイラランンドド等等にに関関すするる調調査査研研究究のの推推進進  
ヒートアイランド対策実施状況調査を行い、人工排熱の低減、地表面被覆の改善、都市形態の改

善、ライフスタイルの改善などの対策について実施状況を調査しました。 

また、ヒートアイランド現象の実態把握のため、市内の気温分布に関する調査を実施しました。

・・建建築築物物のの熱熱損損失失のの防防止止及及びび空空気気調調和和設設備備等等のの効効率率的的利利用用にによよりり、、建建築築物物にに係係るるエエネネルルギギーー使使用用のの

合合理理化化をを総総合合的的にに推推進進（（再再掲掲）） 参参照照

・・公公共共施施設設ににおおけけるる断断熱熱性性をを考考慮慮ししたた建建物物設設計計等等のの採採用用のの推推進進（（再再掲掲）） 参参照照

・・公公共共施施設設ののエエネネルルギギーー需需要要特特性性にに応応じじたた効効率率的的ななエエネネルルギギーー供供給給シシスステテムムのの採採用用のの推推進進（（再再掲掲））

参参照照 

・・建建築築物物環環境境配配慮慮制制度度のの推推進進（（再再掲掲）） 参参照照 

●●壁壁面面、、屋屋上上緑緑化化のの促促進進  
・・公公共共施施設設・・学学校校等等ににおおけけるる緑緑地地のの確確保保、、屋屋上上・・壁壁面面緑緑化化、、シシンンボボルルツツリリーーのの植植栽栽、、ベベラランンダダ緑緑化化

等等にによよるる緑緑化化のの推推進進 

緑化指導件数は 15件です。緑化面積としては 32,369ｍ２（うち保全面積 29,494ｍ２）になり
ます。 

また、緑のカーテンを 223施設で実施しました。

・・民民有有地地のの屋屋上上緑緑化化、、壁壁面面緑緑化化等等のの緑緑化化整整備備にに対対すするる支支援援制制度度のの普普及及・・啓啓発発のの推推進進

幹線道路に街路樹を継続的に植栽しているほか、2003年４月から、屋上・壁面緑化の普及・推

進を目的として、屋上緑化等を行う市民・事業者に対して、屋上緑化等助成事業を開始しました。 

・・歩歩道道やや公公共共施施設設等等のの整整備備ににおおけけるる積積極極的的なな透透水水性性舗舗装装等等のの導導入入 

透水性舗装を採用した施工面積（累計）は、歩道部分で 461,063ｍ２になります。 
また、公共施設についても舗装工事の機会等を捉えて、歩行者用通路において透水性舗装を推進

しました。 
 

●●ススママーートトシシテティィのの推推進進  
低炭素で持続可能な社会の構築に向け、より一層のエネルギーの効率的な利用や、市民生活等の利

便性・快適性の向上等に向けた取組を推進しました。 

２０１８年度は、市有施設の「屋根貸し」による太陽光発電事業など、４件のリーディングプロジ

ェクトを実施しました。 
 
●●気気候候変変動動適適応応策策のの推推進進  

近年、気温上昇を抑えるために温室効果ガスの排出抑制等を行う「緩和策」とともに、気温上昇や

短時間強雨の増加など、既に現れている影響や中長期的に避けられない影響に対して「適応策」が必

要になっていることから、2016年 6月に、「川崎市気候変動適応策基本方針」を策定するとともに、

熱中症予防の普及啓発や洪水に対応した河道整備などの取組を推進しました。「川崎市気候変動適応

策基本方針」は 2018年３月に策定した「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」に統合し、一体的に

対策を進めていきます。なお、「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」は、2018 年 12 月に気候変

動適応法に規定されている地域気候変動適応計画として位置付けました。 

 

 


